
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実現できるほうの 

  実現できるほうの 

マニフェスト。 

 

 
     

 

 

 

 

 

 

もう    汗 （国際貢献・外交） 
 日米の信頼関係の回復、ゆるぎない日米同盟の構築 

 平和を守るために必要な防衛費と人員を確保 

 自衛隊の迅速な派遣を可能とする「国際協力基本法」を制定 

 「安全保障基本法」を制定 

 

もう    エコ （環境） 
 産業と環境との調和、20年までに CO2を 15％削減（05年比） 

 モーダルシフトを進め、交通体系全般の見直し 

 自転車専用の道路を増設 

 環境にも貢献する持続可能な“森林経営”を 

 

もう    膳 （農業・漁業） 
 農業の「経営所得安定制度」を創設 

 「平成の農地改革」の実現 “攻めの農林水産業”を実行 

 学校給食の“地産地消”を実現 

 水産資源の回復、成長産業としての力強い漁業を実現 

 

 

つ上の日本へ もう 

■ 民主党の夫婦別姓制度には反対。“通称使用”を徹底します。

外国人地方参政権の導入にも反対します。 

■ 自民党は“エコ選挙”を実施します。 

 「マニフェスト」（原案）の全体は、自民党ホームペー

ジに掲載しています。皆さんのご意見をお寄せ下さい。 
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もう  頑張り 

自民党は、先の選挙の反省を受け、 

足元を見つめ直して “新綱領”を制定しました。 

“政党の憲法”である新綱領のもと、 

私たちは、今と未来を見据え “まっとうな政治”に邁進します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もう   安心 （医療・介護・年金・子育て） 
 消費税を含む税制の抜本改革で、社会保障制度を充実 

 1,000人体制の「県境なき医師団」の整備で医師不足を解消 

 診療報酬や介護報酬を大幅に引上げ 

 誰もが満額受け取ることができる年金制度に 

 幼児教育も無償化、子供の医療費無料化など子育て環境を整備 

 子宮頸がんと乳がんの検診を無料化 

 

もう    条項 （憲法） 

 日本らしい日本の姿を示し、世界に貢献できる新憲法を制定 

 日本国憲法に「財政健全化」の条項を明記 

 憲法改正の発議を「各議院の過半数」で可能に 

 

もう   働き （老後） 

 明るく豊かな「70歳現役社会」を実現 

 「緊急人材育成事業」を恒久化 

 「有徳ポイント」制度を創設、NPOの活動を支援  

もう   万円 （経済・雇用） 
 所得を一人当たり月１万円増、経済成長を実現 

 新卒者の「トライアル雇用」を創設、就職 100％を実現 

 必要な社会資本整備を前倒し、「未来への投資」を実施 

 「地域購入＆地域再投資法」を制定、地域に雇用を創出 

 

もう   ゆとり （生活） 
 「住宅ローンを返すための人生」から「生活を楽しむ人生」に 

 ICT（情報通信技術）を使ったスマートな働き方をサポート 

 ワークライフ・バランスで、もっとゆとりを 

もう  学び （教育） 

 世界トップレベルの学力と規範意識を学ぶ教育 

 現行の 6・3・3・4制を改める「平成の学制大改革」を断行 

 「給付型奨学金」の創設で、志ある子供たちの夢を支援 

 教員免許更新制を厳格に運用、先生の質を向上 

 

もう   削り （行革・政治倫理） 
 国会議員定数を大幅に削減 

 政府案より厳しい「公務員法改正」を実現 

 秘書に責任転嫁できないよう“政治家の監督責任”を明確化 

 

もう  ステップ （成長戦略） 

 金融・税・財政の全ての政策を総動員、早期にデフレから脱却 

 海洋・宇宙などのニューフロンティアに挑戦 

 環境・エネルギー、健康・医療など育成産業に２年間集中投資 

 

 

もう   レベル （国際競争力） 

 法人税率を国際水準の 20％台に思い切って減税 

 世界トップレベルの学力と技術研究開発の推進 

 「スポーツ基本法」の制定で、世界に通用する選手を育成 

 環境・エネルギー技術などの海外展開を国主導で加速 

 

もう   工夫 （地域再生） 

 「命の道」など真に必要な“命を守る公共事業”を着実に推進 

 高速道路のこま切れ状態（ミッシングリンク）を解消 

 道州制の導入に向け基本法を早期に制定 

 ICT 技術で、中央省庁の一部機能を地方に移転 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


